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1.は じめ に

日本のアパ レル業界は、戦後の復興、 とりわけ輸出産業の柱 として、世 界への道 を拓 き

外貨獲得 に大き く貢献 して きた。 またファッションビジネスにおいて も、その歴史の浅 さ

に もかかわ らず、独 自の技術力や流通構造 を構築 し、欧州 な どの ファッション先進国に対

して競合で きるほ どに急成長 し、業績 を拡大 して きた。 しか し、今や 日本経済全体が深刻

な状況にあ る中で、国内におけ る繊維産業 基盤は脆 弱化 をやむな くされ、生産基地の海外

移転 をは じめ、 日本独特の流通形態が大 きな問題 とな り、悪影響 を及ぼす結果 となってい

る。 それに加 えて、現在、主 な生産基地 となっているア ジア諸 国への設備 投資や技術流出

だけでな く、海外企業の国内進出な ど、国内外 を問わず企業間競争が激化 しているこ とは

明白な事実である。

このような問題 の解決 に向けたファッションビジネスにおけ る流通改革 は、前 回の報告

か ら一年経過 した現在 、多角 的に推進 されつつあ り、徐 々に改善 されて きてはいるものの、

深刻かつ長引 く消費低迷 とデフレに対応 しきれていない状況にあることは否め ない。本報

告 では、前掲 で述べ た課題 の中で、特 に取 引慣行 の見直 しや、SPA化 の必要性、新 しい

ブラン ド政策 の事例研究 をは じめ、特定企業 におけ る国内産業の再生についての考 え方や

現状 をアンケー ト調査 し、考察 を試みる とともに、複雑 なファッションビジネス業界の流

通改革の一助 としたい。

*大手前女子短期大学非常勤講師 大阪アパレル物流連絡会相談役
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2。 ファ ッシ ョン ビジネ ス(特 にアパ レル)に おけ る改革 の方 向

(1)取 引契約(取 引条件)の 抜本的整備

アパ レル業界 と小売業界(主 に百貨店)と の取引条件 について、敢 えて 「取引慣行」 と

い う表現が使 われ るのは、長年 にわた り基本契約 に基づか ない慣行 による条件 の設定が、

実際になされて きたこ とが理 由 として挙 げ られ る。アパ レル と百貨店 との取 引上の契約/

慣行の旧来条件 は、百貨店側が準備 した 「取引約定書」によ り、商品の受 け渡 しに関連 し

た10項 目程度の内容 と、取引店の指定 と商品代金の支払い口座 の指定 をした 「差入書」の

2通 か らなっている簡単 なものである。 しか し現在では、この ような基本的条件の詳細に

ついて明記 されていない契約書 は、取引関係が維持で きない段階に至 ってい る。 そこで、

日本のアパ レル業界の 「取引慣行」 と欧米 との違 いを比較 し、その特異性 を指摘 してみ る
1)

と表1の ようになる。

これ らの相違点の中で、B本 のアパ レル流通の近代化 を阻んでいる問題点 とな るのは、

返 品 ・商品交換制 と割戻 し金制であ り、いずれ もメー カー卸へ の過度 の負担 とリス クを負

わせ る結果になっているこ とは否めない。 このよ うな旧来の 「取引慣行」の弊害 を打開す

るため、 日本百貨店協会 と日本アパ レル産業協会 は、納入率 ・消化率 な どの基本条件 を契

約に明記す る新取引方法の導入によ り、 多 くの成果 と取引の正常化が期待 できるとい う調

査結果 を次 の ように報告 してい る。

1)委 託仕 入れな どによる曖昧 な 「取 引慣行Jに よる取引や、精度の低い受発注/納 品

な どで売 り逃 したアパ レル商品の総額 を全 国の百貨店で年間8,800億 円 と推定 し、

売れ筋商 品を追加補充できるリピー ト生産体制が整えば、売 り逃 し総額の うちの62

%、5,500億 円を削減 できると試算 している。

2>正 価販売す る納 品消化率 も現在 の64%か ら76%に 上が る(残 りの商 品はバー一ゲン販

表1一 般的取引慣行の日本と欧米対比

日本の取引慣行 欧米の取引慣行

1 メー カー小売 り希望価格/掛 け率制 注2) 下代 取引(上 代は小売 り側が設定)注3)

2 テ リ ト リー 制(同 一 ブ ラ ン ド) オ ー プ ンマ ー ケ ッ ト

3 返品 ・商 品交換制 完全買取 注4)

4 派遣販売員制 注5) な し

5 消化/委 託取引制 注6) な し(委 託取引は一部あ り)

6 多頻度小ロ納品制 契約書記載の指定納期、納品Minロ ッ ト

7 売上支払制 契約書記載の指定日に一括支払い

8 割 り戻金制 注7) な し

9 手形取引制 な し
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売になる)。従 って、アパ レル と百貨店 を合 わせ た 「売上総利益率」は現在に比べ、

4.6倍 に向上す る。

以上の他、アパ レル業界、百貨店業界の改革の方向 として、 自主企画商品化、0亘品)に

よる商品供給、SPAの 進化 な どで取引関係 の見 直 し、取 引契約条件の細部 にわたる取 り

決め(例 えば所有権の移転 場所、EDI取 引、PL法 、販 売/顧 客 情報の保 護 な どにつ いて

の取 り決め〉が必要かつ急務 となってい る。

(2)IT戦 略 を主 とす る業界全体のSCMに よるビジネスモデル

次 頁の図1に ついて解説す るこ とで、SCM化 、即 ちSPA化 が アパ レル企業の生 き残

りの ビジネスモデルであることが理解 され る。従来の専 門店、百貨店対象のアパ レル企業

流通の特長は、販売 シー ズンの6～8ヶ 前に展示会 を開催 し、 その シー ズンに販売す る商

品の受注数 を 「受注バ ッジ生産」す ることであ る。

顧客か らの要望や店頭 の販売員か らの商品情報 も充分ではな く、 リピー ト生産への売上

情報のフィー ドバ ックもされないまま、受 注生産 で突 き進 んだ結果、 シー ズン終 了時のバ

ーゲン、返 品、次の シー ズン商品への商品入れ替 えなど販売効率 を下げ る、後 ろ向 きの作

業に多忙 を極 め ることとなる。

図1に 見 る 「サプ ライ分 断性」 とはSPA直 販流通の改善 されつつ ある現段 階で1～2

段階 であるのに比べ、 旧来型 では4段 階の情報の分 断、作業 の非連続性 を残 している。

表2に 示 した、2001年 度 アパ レル企業の業績 ランキング上位企業 は、すべ てSPA化 の

方向 を目指 している。それ ぞれの企業戦略、IT化 の環境、SPA化 の取 り組 み形態 の違 い

はあ るが、共通す るキー ワー ドは、サプ ライチェー ン全体 を貫 く情報 システムの整備 であ

り、情報 と商品/サ ー ビスの流通 を活性化 させ るこ とであ る。 そのためには一企業 と一企

業 だけの取引関係の改革ではそれ以上 の発展は望めない事 は明 らかであ り、業界全体、更

に取引関連業界 との取 引が円滑に行 われ るための 「取引 コー ドの標準化」、同一業務 につ

いて業界団体 を中核 とした 「業務効率化 ソフ ト」の開発 、取引関係間での情報公開 を前提

とす る基本契約 を交わす こ とが重要 である。

表2上 位 アパ レル関連業績推移(百 万円)(%)

社 名
1996年 度 2001年 度

売上高 売上高 伸び率 経常利益 伸び率 税引き後利益 粗利益率
ワ ー ル ド 149,57fi 205,864 6.6 13,475 19.3 6,118 57.3

オ ン ワ ー ド樫 山 183.61$ 171,108 6.1 19,141 36.8 5,824 45.6

フ ァイブフォックス 94,047 167,546 16.1 22,578 8.5 10,286 67.0

三 陽 商 会 134,491 132,339 9.7 8,568 69.3 3,486 45.3

ワ コ ー ル 13&,530 128,431 一 〇
.i 9,107 一5

.0 4,804 47.8

伸 び率:前 年比(%)
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SPA直 販流通

顧 客 ・き一…

自 社 販 売 員 そ一…

1賑 売 情 報1

(消化取引)

轡
ラ イ ン 生 産

(受注バ ッチ生産)

◇ ↓
ラ イ ン 生 産

(受注バ ッチ生産)

↓
市況取引

↓
ライン生産

1-2段 階分 断

4～5回/年

(3)ブ ラ ン ド政策の見直 し

消費低迷の続 く日本への海外有 力ブラン ドの積極 的な出店 と業績の伸 びに対抗 して、 日

本国内のアパ レル企業 ではブラン ド提携、統合、集中拡大、 コラボレー トへ と変化 してい

る。特 に業績上位のブラン ド戦略は共通 して 「顧客 ターゲ ッ ト」 の細分化に応 じたテイス

トでの品揃 え と店舗計画、ブラン ドの開発 を強化 している。 それ らの事例 につ いて、以下
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事例 を挙 げる。

共同企画 ・自主企画の商品開発事例1

[大手アパ レル0社 と大手百貨店 の提携 ブラン ド]

両社 は共同開発 した婦人衣料ブ ラン ドを今秋、発売す る。顧客情報や在庫情報な どを共

有、製造か ら販売 まで両社 でブ ラン ド運営に当たる。首都 圏主要7店 に売 り場 を開設、来

春 は更に8店 前後 を加 える。初年度売上15億 円を見込 む。対象は40～50代 の女性 を主要顧

客 とす る。今 回の提携で、新 たに開設す る売 り場は約100平 方m規 模 で、顧客の年齢や購

買履歴、要望 な どの顧客 管理情報 を百貨店がアパ レルに提供 し、一方 アパ レルは企画や生

産、商品原価、在庫 などの情報 を百貨店 に開示 し、販売員 を派遣す る。仕 入れた商 品の内、

どの程度について百貨店が販売義務 を負 うか、売れ残 った商品をどう処理す るかな どの取

引条件 も契約 に盛 り込み、厳密 に運用す る。 これ までアパ レル と百貨店の取引では商品が

売れ残 った場合 に、 アパ レル側 に返品で きる 「委託販売」 と呼ばれ る取引形態が一般 的で

あ り、売れ残 りを恐れ るアパ レル側 が生産 ・納入数量 を絞 り込み、百貨店の店頭 では 「欠

品」が発生す るな どの問題が生 じていた(百 貨店での欠品による販売機会 ロスは20～30%

と言われている)。

昨年、両業界団体が販売機会 の損失 を防 ぐための取 引改善 を呼びかけてお り、今 回の取 り

組みは、長 く続いた 「慣行取引」か ら本来の契約取 引へ の大 きな改革 となる。

共同企画 ・自主企画の商品開発事例2
3)

[大手百貨店が小売業SPAを 指向]

ナショナルブラン ド主体 の百貨店の売り場に今後売上の伸びが見込めない環境から

取
引
形
態

粗
利
益
率

SPA型

(製造小売 り)

アパレルとの

共同企画

買い付け

百貨店が 自ら商品 を企

画 ・生産

腱 製 メー カー1

↓
直 一貨.貰l

sa-s5%

百貨店 とアパ レルが協

力 して企 画 ・生産

腱 製 メー カー1

↓
1ア パ レルl
ll

1百 貨 店;

50-55%

アパレルが企画 ・生産

した商品を百貨店が買

い付ける

灘 麹 コ凌二1

工
「 一 一7響 響 曹 卿 一 ゜ 一 一 騨I

lア パ レ ル;
1

↓
1互 黛.昼 」

3Q-45

図2百 貨店の取引形態別粗利益率対比(試 算)
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「脱 ・同質化」の考 え と、「利益重視」の方向へ 自主企画商品の開発 を進めている。百貨店

はデザ イナー、国内縫製 メーカー と直接契約 し、従来のアパ レルや商社 を介在 させず 自主

企画商品を製造 ・販売 し、流通経路 を簡素化 す るこ とで、「粗利益率 」 を確保 す るこ とを

狙 い、2001年 秋か ら新ブ ラン ドを立 ち上 げた。

これ まで、百貨店は縫製 メー カー と組んだ自社ブ ラン ド商 品の開発 をほとんど手がけて

お らず、成功例 もない。 アパ レル側 は商品開発、宣伝販促 といったマー ケティングカに優

れているのに加 えて、販売管理 システム(情 報 システム)の ノウハ ウ も備 えてお り、百貨

店はその商品 を店頭 に並べ るだけで売上 を確保 して きた。今 回百貨店が縫製 メー カー とダ

イレク トに取 り組む戦略に出たのは、アパ レルのナシ ョナルブラン ドだけでは、長引 く消

費不況 を乗 り切れ ない と判断 したか らで、 この試みは今 後 も拡大す ると予想され る。図2

の通 り、粗利益率 は従来の買付け と比較 すれば20%～30%向 上す る試算 となる。

共同企画 ・自主企画の商品開発事例3
の

[百貨店 とアパ レルが共 同開発新ブ ラン ド]

大手百貨店 とアパ レルが共 同開発 した ミセスブラン ドを発売する。両社が人材や ノウハ

ウを出 し合 い、利益 を均等に配分 し、損失が 出た場合 の負担 も折半す る。従来の 「委託販

売」や 「消化仕入」 とは違 う事業 モデルをつ くり、強いブラン ドの育成 を目指す。アパ レ

ルが得意 とするSPAを 導入 し、商品企画か ら店頭販売 までの期間 を従来 の約半分 の3カ

月に短縮す るな ど、品切れや売 り残 しを減 らして粗利益率 の向上 を目指す。百貨店は顧客

情報や販売 ノウハ ウを提供 し、アパ レルは需要予測の精度 を高め るのが狙いである。

[アパ レルが商業施設販路の開拓]

大手アパ レルは、 ファッシ ョンビルや駅 ビルなど百貨店以外 の商業施設販路 を開拓す る

積極政策 を とる。投入 ブラン ドは3ブ ラン ドで、20代 女性 を対象 に新販路向けの商品の充

実 と、近接 したエ リアの商業施設に複数 のシ ョップ を開店 した場合に も自社 ブラン ドの差

別化が可能 で、客層の違 いへ の対応に も効果がある と予想 してい る。

[アパ レルがセ レク トショップへ商 品供給]

大手アパ レルはセ レク トショップへ の商品供給 を、個性的な顧客 に照準 をあわせ た単 品

中心の新 ブラン ドで展開す る。アパ レル企業主導の専 門店展開は、1970年 代 か ら全 国同 じ

テイス トの ショップ展開 となったため消費者か ら飽 きられ低迷 していたが、最近ではス ト

ア コンセプ トに合 った商品の品揃 えをス トアサ イ ドの考 えで演出 した り、海外か らの商 品

仕 入れ も含めた複数のブラン ド、商 品グループを展開す るものである。

上記の他 に も、アバ レル企業が寝装品 メー カーや食品会社 などと関連商品の生産販売 を

行 った り、アパ レル とアパ レルが共同出資会社 を設立 し、新 ブラン ドを開発す る協業化な

どが挙 げ られ る。
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3.空 洞化に対応する日本のアパレル業界の将来

国内生産の 「空洞化」に対応 した、国内アパ レル生産企業の復活の可能 性を、事例 とア

ンケー トによ り検証す る。尚、ア ンケー トは各企業の流通責任者に質 問用紙 を送付 し、各

質 問に対 して記述式で回答 を得 た結果 を掲載 した。

(1)子 供服アパ レルの成長企業 につ いての事例

[ナル ミヤ インターナ ショナル株式会社]

当該企業の1999年 か ら2001年 にかけての業績は表3の 通 りである。

ナル ミヤ インターナシ ョナル㈱ は多 くのアパ レルが減収、減益の中で、 この3期 連続大

幅な増収、増益 を達成 している数少 ない企業であ り、ユニ クロとは全 く逆の戦略でこの業

績 を引 っ張 っているのが特長 である。 カラフルでお ませ なデザ イン、子供服 としては高価

格、全国の百貨店の子供服 売 り場 で 「エンジェルブルー」、 「デイ ジー ラバー ズ」、「MINI

-K」 な どの人気ブラン ドを展 開 している。

ターゲ ッ トは小 中学生の ジュニアであ り、低年令化す る同年代の タレン トの影響や、少

子化 による父母や祖 父母の豊富な購買力の支持 を得 て売上 を大 きく伸ば している。少子化

対策はす でに10年 前か らの課題 であったが、その課題 を逆手に とって クリアー し、海外生

産 に馴染 まない、国内の高度 な縫製技術、プ リン トな どの加工技術の ノウハ ウを生か した

生産体制 で国内生産 を続けているアパ レル メーカー としての存在は大 きく、将来への キー

ワー ドではないか。

アパ レル業界では本来、子供服 生産 におけ るSPAの 導入 には消極 的で、通常はバ ッチ

生産方式 であ るが、当該企業は国内生産 中心、 多彩 なデザ インでの多品種少量型、高価値

高感度、 多サイズ展 開などが その大 きな特長である。 ファッシ ョンが、フ ァッションであ

り続け る努力 をしている企業であ り、顧客 は、 ポップアー ト感覚 の高品質、高感度商品に

満足 して買 い求めている。 これは商品二極化 の一一例 として新鮮 な商 品、サー ビスが求め ら

れてい るこ とを示唆 している。

表3ナ ル ミヤイ ンターナ シ ョナルの過去3年 間実績 (百万円)

年度 売上高 伸び率 経常利益 伸び率 税引利益 粗利益率

1999年 度

2000年 度

2001年 度

15,928

18,190

22,612

14.2%

24.3%

611

1,046

1,591

71.2%

52.1%

一

646

737

一

53.9%

53.5%

(2)大 手 アパ レル企業へのアンケー トによる調査結果

[アンケー トの発送 日]2002年9月20日
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[ア ンケー トの送 付数]

[ア ン ケ ー トの 内 容]

15社(大 手アパ レル及び大型小売店)

表4ア ンケー トの質問項目

質問1 主たる取扱商品

質問2 海外生産比率

質問3 海外生産中心の商品グループ(ブ ラン ド/価格帯/ア イテム名など)

質問4 国内生産 か ら海外生産へ のシフ トが進 んでい る理 由 とメ リッ ト

質問5 国内の高い技術で商品化す る場合の貴社の事例

質問6 今後、国内生産基地が存続するための条件とメリット

質問7 国内アパレル企業に必要な企業戦略で重要なこと

[アンケー トの回答数]10社(企 業名は公表せ ず)

[回 答 結 果〕

質 問1主 たる取扱商 品

企 業 回 答

A社 婦人下着(肌 着)

B社 ハ ンカチー フ、 ポー チ、扇 子等の婦人服飾雑貨、 ホームア クセサ リー関連商品

C社 紳士服 ・婦人服 ・子供服 ・洋品 ・雑貨

D社 ス トッキ ン グ ・靴 下 ・肌 着 ・足袋 ・ア ウ ター

E社 婦 人服 単 品(パ ン ツ、 ス カー ト、 ジャ ケ ッ ト、 ブ ラ ウス、 ニ ッ ト類)

F社
インテ リア関連商品(カ ー テン、カーペ ッ ト、及 びア クセサ リー商品、キ ッチ

ン、水廻 り小物 など

G社 婦 人プ レタ、ヤ ングカ ジュアル、 ゴルフウエア

H社 衣料品全般

1社 婦人服

J社 肌着、靴下他

質問2海 外生産比率

企 業 回 答

A社 今 期 見込 み で28%(2002.4～2003.3全 品 種)

B社
ハ ンカチーフで約10%、 ポー チ ・扇 子等の婦人服飾雑貨で約90%、 ホームア ク

セサ リー関連商品が約10%

C社 国内70%、 海外30%

D社 13年 度22.9%、14年 度31.6%
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E社 布 吊類は約80%、 ニ ッ ト類 は50%

F社 約25%、 主体 は中国、イン ド

G社 生産比率 というより直輸入比率10%

H社 な し

1社 20～25%

J社 肌着38.5%靴 下(パ ン テ ィー ス トッ キン グ)10.0%

質問3海 外生産 中心の商 品グループ(ブ ラン ド/価格帯/ア イテム名 など)

企 業 回 答

A社 代 表商品の価格帯 は上代で5,000円 ～8,000円

B社

刺繍 ・先染 め を中心 としたボ リュー ム価 格帯 のライセンス、 ノー ライセンスハ

ンカチー フ

ライセンス、 ノー ライセ ンスを含め扇 子の全価格帯

ポーチのほぼ全 ブラン ド(一 部 ライセ ンス商 品除 く)・全価格帯商品

ホームア クセサ リーは海外買 い付 け品、海外の特殊 サイズ織機利用商品

C社 限定すると傾向を正 しく表現できない為、無回答

D社
FILA/1,800円/紳 士Tシ ャツ

ヘ インズ/500円/紳 士 カジュアル靴下

E社

バ ルマ ン 小 売 売 価2
,900円 ～5,900円

デ ニム 類(パ ン ツ、 ス カー ト、 ジ ャケ ッ ト)

里 麻 小 売 売 価4,900円 ～':11円

セ ー ター 、 ブ ラ ウス 、 ジ ャ ケ ッ ト、 ス カー ト、 パ ンツ

F社

レー ス商 品(テ ー ブ ル セ ンター 、 クロス、 ク ッシ ョン、椅 子掛、 ピロー ケー ス)

毛 皮 品(ム ー トンシー ツ、 ムー トン カー ペ ッ ト、 ルー ム シュ ー ズ)

カ ー ペ ッ ト(椴 通 、 ウ イル トン、 イ ン ド綿)

カ ー テ ン(厚 地 の ジ ャガー ド、 プ リン ト、 ボ イ ル地)

G社
ク リスチ ャ ン ラ ク ロ ワ30,000円 ～500,000円

レ オ ナー ル170 ,000円 ～380,000円

H社 なし

1社 中心 になるものは無 く、部分的 に取 り入れてい る

J社 肌着全ブランド

質問4

企 業

A社 加工費用の(コ ス ト)

る

国内生産か ら海外生産へのシフ トが進んでいる理由 とメ リッ ト

回 答

加工費用の(コ ス ト)低 減が海外生産シフ トの最大の理由であ りメリッ トであ
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B社

「

価 格 メ リッ ト

大量生産 の場合の納期 メリッ ト
ー括生産 の為 に商品 レベ ル、納期等、 トー タルでの管理 が しやすい

C社 価格 と品質 のバ ランス

D社 コス トダ ウン

E社

生産能力が高い(若 い労働人 口が豊 富)

生産品質が良い(最 新 の生産設備 が揃 って いる)

生産 コス トが低 い(人 件 費、物価 が安 い)

原材料、資材が一部 を除 き、海外調達 で きる段階 にある

国際物流ネ ッ トワー クの発達 によ り、輸送期間の短縮、輸送 コス ト低下が実現

F社

主 として 中国

原材料の糸が合繊 を含めて、殆 ど現地で安 く供給 で きる。

織や染色、プ リン トの技術 が良 くなって きた。

縫 製加工 は国内 と同レベ ル(物 によ り国内以上)で 安価

G社
当社 では本物志向で今後 インポー ト比率 を高めてい く予定。海外生産 シフ トで

はない。

H社

豊富な労働力に加え、低 コス トの人件費。また設備投資固定資産等に対する税

制面での優遇措置による生産 コス トを大幅に抑える要因となり、同質的な商品

であれば、非常に価格訴求面で優位を保つことができる。

1社 コ ス ト

J社
理由は限界利益率の確保 と現地販売

メリットは労務費減による製造コス ト削減

質問5国 内の高い技術で商品化する場合の貴社の事例

企 業 回 答1

A社

弊社 は、30年 以上前か ら国 内に100%出 資の生産子会社 を設立 し、 ブラン ドに

対す る高 い品質 を維持 向上 させ ることで、顧客 か ら支持 を得 ている と考 えてい

る。特 に、縫製 とい う作業 は ミシンを使 って人間の手 で作業す る工程で、品質

を維持 し、生産 性を向上 させ るには高い熟練度 を要す る。

B社

ハ ンカチー フの需要が海外生産 での....,し い点であ る。海外 でのハ ンカチー

フの存在及 び利用の仕方が伝 わっていない。

日本人特有 の色 と柄 、サ イズの繊細 さが海外 では伝 わ らない。

短納期 、少 ロッ ト生産 が可能。

ライセ ンス契約上の海外生産不可

C社 ナ シ

D社

足袋の縫製技術

足袋の需要が年々減少しているため技術者 も減少 している。若年の縫製技術者

はほとんどいない。今の要員のままで10年が過ぎると足袋の生産能力は大幅に

減少する。
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E社

弊社 では国内 自家工場は7、8年 以上前にすべ て閉鎖 し、海外 での合弁工場 に

て生産す る体制 に切 り替 えて きたの で、対象 となる事例 は無 い。

弊社 が扱 う主力の商品分野 では、国内生産 はわずか。

国内生産 で残 るのは、手工芸的 な一品物、 オーダー メイ ド、 これに近い物 しか

見込め ない。

F社

のれん類 で、藍染や 多色 ローケ ツ染 な どの技法があ るが、 あ くまで も、マ イナ
ー な存在。織物では高級 シル ク織(佐 賀織や龍村 センター)

現時点ではオーダー カー テン(顧 客 ご とに別注で縫製)は オール国産、縫製技

術 と納期 の面で1日 の長が ある。

G社

生産 は別会社 が行 っているので、詳細は不明。 ただ、ア イテムや素材に よって

ニ ッ ト製品の強い工場にはニ ッ ト製品 を とい うよ うに工場 を分 けているようで

あ る。

H社

海外生産に移行することで新 しい技術開発に対する要望、意識、また技術改善

に対する投資を含め意欲が減少 している。 また国内の生産設備、人材もリス ト

ラにより生産意欲を失う傾向がある。本来的なサプライチェーンマネージメン

トの思想である需要による生産から、従来サプライチェーンで否定され続けた

大量消費型の生産に戻 りつつある。

1社 小 ロッ ト、緊急生産

J社

かつては品質に問題が生 じていたが、現在 では製品の品質は国内 と遜色 な く全

ブ ラン ドが海外生産可能 とな っている。ただ し、資包材、荷 姿に関 しては問題

が残 っている。(弊 社の場合、 必ず 日本人技術者2～4名/1社 当た りを常駐 さ

せ、 品質の作 りこみを徹 底す る努力 をしてい る)

質問6今 後、国内生産基地が存続す るための条件 とメ リッ ト

企 業 回 答

A社 顧客の価値観 要求(欲 求〉、満足感に資する付加価値を創造できるかどうか

が条件である。

B社

価格、納期、ロットに対する柔軟な対応

流通の複雑 さの解消

QRに 対応できる生産環境作 り

工場関係の後継者育成方法

C社 時 間 距 離、 コ ミュ ニ ケー シ ョン、実 績

D社 海外に負けない品質の維持 ・納期厳守 ・ニッチ商品の開発

E社

アパ レル業 として対象 となるのは、お洒落着、 タウン着、遊 び着、室 内着であ
り、高額嗜好 品ではない。

労働力の高齢化、人件費の割高、物価 高、 そ して生産 設備 の老巧化(最 新設備

に更新 できていない)等 の国内環境条件 ではアパ レルの国内生産は成 り立つ見

込みがない。

また、川上(紡 績 織布、編物、染色 整理)の 産地 の衰退 もあ り、生産 とい
う 「工」の分 野では存続不可能。

残 るのは家内工業 で、伝統 的、工芸品的、特産 品的 な高額 嗜好 品 しか ない。
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F社

小 ロッ ト、 多品種 に対応で きるこ と

クイックデ リバ リー、 多頻 度補充、短納期

総 じて、 国産の コス ト高 をロジステ ックスの観点 より、物流 まで含め た トー タ

ル コス トでの効率化 に対応で きるこ と

(技術的な メリッ トは早晩、中国に追 いつかれる と思われる)

G社

伝統的 な技術 は残 してい くべ きだ と思 う。工場、アパ レル メー カーお互 いが、

それ らを生かせ る場 所、環境、情報等 を生かせ る手立てが無 いのではないか。

今後については、 それ らを結ぶ上 での方法が必要 となって くる と思 う。

H社

本来のサプ ライチェー ンマネー ジメン トであれば、市場のニー ズを小 売 と生産

者が情報 を遂次共有 し、市場 のニー ズに答 えるところに大 きなロスを無 くし、

川上か ら川下 までの利益 を確保 できると考 える。その為、標準EDI注8>の 採用

に よるシステムの過剰投資抑制、製品 を運ぶ為の時間 コス トを削減す る為 の手

法(よ り生産者に近 い所 で生産 し、直接消 費地へ最 も近 いルー トで運ぶ等)に

よ り、本来生産物の価値 を高め る中で＼ 消 費者の満足(生 産設備 費等、消費者

が負担 した くない要素 を除 いた価値)を 得やす くす ることが できると考 える。

1社 小 ロッ ト、 緊急生産

J社

付加価値の高い商 品開発 と、 それ を支 える技術革新が必要不可欠。一人一人 を

尊重 した商品、作 った人、着二る人の意志が通 じる商 品作 りの追求。

商品化か ら消費者 に確実に早 く手元に届 ける仕組みの確立(り 一 ドタイム)

質問7国 内アパ レル企業に必要 な企業戦略の中で重要 なこと

企 業 回 答

A社

ファ ッシ ョンビジネス業界は、規模 の割 には群雄割拠の業界である。デフレの

経 済環境下、価格競争にのみ巻 き込 まれ、会社全体が疲弊 しない為の具体的戦

略が必要 である。

①顧客満足 を第一義 に、いかに顧客 に対 して付加価値の ある商品を提供 で き

るか。

②他 に類 のない新商 品で＼ 新 しい市場 をどう開拓 してい くか。

③誰 も手 をつけていないニ ッチの市場 をどう開拓 してい くか。

④世界中の未知の市場 に どうや って参入す るか。

⑤ 自社 をベ ンチマー クし、他社 との コラボレー トを視野に入れ、如何 に業界

の構造改革 を行 うか。

前提 条件 として 自社 の社会 的存在意義 と、企業 としての使命 を定義す る。

B社

単 に物 を生産す る企業か ら、情報発信の出来 る企業体質への変化。

もの作 りの基本 を忠実 に、常に消 費者 に信頼 のある企業体質へ。

今何が売れているのかのマー ケテ ィングか ら、次 に何 が売 れるのかの提案型の

マー ケティングへ。

C社 無回答

D社
企画一生産一販売の リー ドタイム短縮

物流の簡素化
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E社

高度成長期 を終 え、既 に成熟化 した 日本 のファッションビジネスは変換期に あ

る。小売 の観点か らは、 日本全体 では小売面積 の過剰が解決 され る方向を志向

す る。 百貨店、量販 店でのファッション品の売上前年割れが続 く現状、大手小

売業の整理淘汰が今後起 き、集客 力(生 産性)の 高 い、そ して本来 のファッシ

ョンを提供 できる小売のみが生 き残 る。

ファッション面か らは、 ファッション とはそ もそ もお洒落であ り、 自分 らしさ

の表現 に満足度 を感 じるものである。 自分 らしさは十人十色 で多様化 していて、

その数の分だけの価値観があ る。従 って、多様化 した価値観の どれかに的 を絞

り、 そこだけ を満足 させ られ る小売店や、商 品が求め られる。別の言い方 をす

ると、個々人の情緒性 を満足 させ られ る小売店、売 り場、商品が求め られる。

従 って、 これか らの アパ レル業は、情緒的な もの を企業 あるいはブ ラン ドの コ

ンセプ トに捉 え、 これ を商品開発か ら店頭販売 まで トー タル な戦略が必要に な

る。 アパ レル としての今後の重要 な戦略 としては、次 のよ うに考 え られ る。

a)ブ ラン ドカ を生か したSPA志 向型戦略 で、情 緒性 を絞 り込み、その人だ

け を充分に満足 させ られ る価値観 を持つ ファッシ ョンを提供 し、商品開発

か ら店頭販売 まで、全て 自社 のポ リシー、 コンセプ トに基づ いて事業展開

す る方 向。

b)商 品提案力 を生か した生産 コンバー タ型戦略 で世 界的な素材開発力、調達

力、商品生産 力 を武器に、大型小売業へ の準情緒的商品提案志向す る戦略。

F社

SPAの 促進一消費の末端情報入手のクイック化

QR思 想の発展一第5段 階を目指してのIT化

物流の整備一SCMと 海外基地化

G社

① 当社の ようにブラン ド品を集めて一 流店 で販売す る。(フ ァース トライン〉

② そのブ ラン ドのサブ ライセンシー とな り商品 を販売す る。(セ カン ドライン)

③SPA型 に見 られ るSCMを 活用 し、商品を販売す る。

④ その企業の持 ってい る匠を生か し自社ブ ラン ドを確立 し販 売す る。

私見 としては、① と④ に企画 しか残 らない と思 う。

H社

標準EDIの 採用、各アパ レル独 自のシステム投資から、小売業 システム と連

動した情報共有は、売上情報収集の為、店頭でPCに よる売上管理 を行 うので

はな く、百貨店、小売のPOS情 報を共有 し、販売員が販売、商品管理に充分

時間をかけ、欠品(サ イズ ・色)防 止による売 りのがし防止や売上金回収の為

の作業等、本来消費者に対 し価値を持たない業務 を極力省 くことができる協力

体制を確立することが重要。

1社 独 自の強固な生産技術に裏打ちされた高品質の商品を生み続けること

J社

海外 を含め資材調達 か ら得意先 を巻 き込み、ITを 駆使 したSCM構 築。

世界に通用す る環境へ の取 り組み と、企業 としての法厳守で メー カー 自らが信

頼のブラン ドとな るこ と。

弊社 の社是は 「優 良品の提供 に徹 し、社会 に貢献す る」であ り、 品質第一主義

を貫 き、顧客起点 に立 った商品を送 り続け るこ とが勝 ち残れ る条件 と考 えてい

る。

以上の ようなアンケー ト結果 をまとめてみ ると、次 のことが共通点 として挙 げ られてい

る。

1)海 外生産の メリッ トは、 コス ト削減、人材の豊富 さに加 え、生産設備や技術 が向上

し、 日本 と差がな くなってきてお り、 もしくは 日本以上の技術力 をもつ企業 もあ り、
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製品の質の問題 も減少 してい る。 ただ し、生活習慣や感性の違いはあるので、 品質

管理 での問題点 も残 っている。

2>原 材料 の調達 も現地手当が可能 になってきた。

3)国 内生産の大 きな問題は コス トと人材 であ り、今後改善 は見込め ないであろ うこ と

か ら、オー ダー メイ ドや工芸品的な高級 品な ど、付加価値 での役割 として特化すべ

きであ る。

4)今 後 日本のアパ レル企業 に必要 な戦略 は、SPAを 促進 し、業界 ぐるみの情報 の共

有化 とIT技 術の積極的導入や、物流の合理化 を推 し進め るこ とであ る。 また、フ

ァッシ ョンその ものの価値観 を高め多様化す る顧客のニーズを満 足させ る商品お よ

び多彩 な環境の提供力が重要 となる。

5)ア ンケー トの回答 では十分 な意 向は伝 わっていないが、 その後の回答者への インタ

ビュー でわかったこ とは、海外生産拠点での安定 的な生産 を確保 す ると同時に、 日

本 におけるブラン ド知名度 を もって海外市場への販路 を積極 的に進めている企業が

見 られ る。

4。 最近の業績推移から見た傾向と今後の課題

アパ レル企業の経営指標か ら実 力評価 を、前述表2に 挙げ た最近の5年 間(1996年 と

2001年)の 対比か ら読み取れ る大 きな流れ と傾 向は次の通 りである。

1)1996年 の売上上位企業で利益 を確保 で きないSPAへ の対応の遅 れた企業は、 その

後売上 の低迷 でシェアー を低下 させ不採算ブラン ドの整理 とリス トラを余儀な くさ

れた。そ して未だにその遅れ を リカバ リーす る体 力 と展望に弱さを残 している。

2)シ ョップの直営店化 を進め、売れ筋情報 を把握す るためのIT化 投資 を積極 的に実

行 したアパ レルが2001年 上位 にランクされている。

3)明 確 なるブラン ドコンセプ トと、お客様のテイス トを的確 に把握 し、短納期 で店頭

に商品供給す るいわゆ るSPA(製 造小売 り)の システム構築 が業績 を伸 ば してい

る。

4)業 態に よって差があ るが一般 に 「粗 利益率」の高い企業はSPA化 が進んでい ると

いえる。 その結果 として、「税 引 き後」の利益額 も確保 してい る。

5)ブ ラン ド企業のやや生産先行型のSCMか ら、顧客 ニー ズ(顧 客情報)を 優先 す る

D灘)へ の商品供給体制が、今 後一層経営戦略の柱 になると考 え られ る。

6)規 格商 品、少 品種、 多量生産方式ではない 「個対応」の多品種、少 ロッ ト、短納期、

多サ イズ、高品質、高付加価値への対応が重要な要素である。

ユニ クロが急成長 を遂げたのは、海外生産に よるべ一 シックアイテムの数少 ない品
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番 を低 コス トで多量生産 し、そ して多店舗 展開(現 在約570店)に よる低価格政策

をすすめ たことにある。 この ようなコス ト・リダクシ ョンは国内ではすでに限界で

あ り、 それ以外の 日本特有の機能素材、生産加工 技術に よる少 ロッ ト、短納期 の高

付加価値 商品への特化 を果すべ きと考 える。事例 として前述 した子供服 アパ レルの

ナル ミヤ インターナ ショナルがこの条件 を満 たす国内生産の商品供給体制で成功 し

ている。

7)在 庫 回転率(キ ャ ッシュフロー)の 改善

世 界最大 の総合小売業 であるウォルマー トは、2001年 の在庫 回転率 はアメ リカ小売

り業 としては抜群の指標 である、前年 を上 回る年7.79回 転 を達成 し、 さらに他の全

ての経営指標において優位性 をも維持 している。結果 としてキャッシュフローの改

善 とな り、 ライバル を引き離 し、業績 を押 し上 げている。

5.お わ りに

世 界に通用す るファッシ ョンビジネスを、これか らも堅持す るための条件につ いては今

まで述べた ように、様 々な視点か らの問題解決が必須であることは もちろん、できるだけ

早期 に改善す る必要がある。特に生産力につ いては、生産設備や技術力 など、すでに海外

でも充分満足ので きる製品が生産可能 となってお り、同等の条件は国内では望め ないであ

ろうこ とが明確 な様相 を示 してい る。今後 は 日本独 自の方法で生 き残 る為 に も、その高度

な技術や素晴 らしい感性 を、熟練者か ら若 い労働力へ と伝え られ るよう期待す るところで

あ る。 また反面、IT技 術や高 い研究能力 に支 えられた新 しいビジネス戦略 を打 ち出 し、

世界のファッションビジネス界 を常に リー ドす る存在 を強化 し、維持向上す ることが 日本

の役割 であると考 えられ る。今後 も継続 して これ らの改革事例 につ いての情報収集や調査

を行 い、 ファッションビジネスの流通改革の状況 を明確 にす ることが、学生教育への一助

となるこ とを期待 したい。
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注

注1)OriginalEquipmentManufacturing自 社 で生産 した製品に相 手先のブ ラン ドをつけ て商 品 を供
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給すること

注2)メ ーカーの提示 した 「メーカー希望小売 り価格」に対 して一定の掛け率(%)で 、小売 り側が仕入

れる価格条件。

注3)小 売 り側が仕入す る商品の価格に、 自社の採算 ラインを設定 してマージンを乗せて小売 り価格を決

定する方法。

注4)小 売業が リスクを持ち全ての商品を買い取 るというもの。 日本での買取条件 とはシーズン末に残っ

た商品の返品/取 り替えが一般的である。

注5)主 に百貨店の売 り場では、アパ レル卸の社員を派遣して自社ブラン ドの売上 を強化す る制度。

注6)消 化取引は派遣販売貝が販売する方式で、商品の所有権はメーカー卸が有す る。一方委託契約は、

アパ レル卸が小売 り側(販 売員)に 商品を委託して販売してもらい、売れた分についてだけ支払い

を受ける契約方式。

注7)一 般的には小売業に対しメーカー卸が一定期間の卸販売額のうち数%を 割 り引きし、戻 し入れるり

べ一 トのことで、現在も量販店では商習慣 として存続 してお り、メーカー卸への過度の負担と取引

の正常化を妨げている。

注8)ElectronicDataInterchange電 子データ交換を標準化 したもので、取引先 と共通に使用できる

商品コー ドなどのこと。

注9)DemandChainManagement顧 客情報 をネットワーク化 し、顧客ニーズを優先させ るための手

法
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